　　                          （様式２-１）
事業提案書

令和　　年　　月　　日

奈良県知事　様

所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

　御所IC工業団地（御所東高校跡地）第1期企業募集に係る事業提案について、添付書類を添えて提出します。
記

	件名
	御所IC工業団地（御所東高校跡地）第1期企業募集

	用途
	工場

	本計画における立地する工場の業種
（日本産業分類による業種）
	大分類(選択)
	中分類(業種コード)
	細分類(業種コード)

	
	製造業
運輸業
	
	


  ※本計画における業種について、複数の分類にまたがる場合は、全ての業種を記載してください。
　１．構成企業
	区分
	所在地
商号または名称
	代表者氏名

	土地所有者
（応募者）
	
	

	建物所有者
	

	


	主たる操業者
	

	


	従たる操業者
	

	



２．応募者の連絡先等
	所在地
	

	担当部署
	

	担当職・氏名
	

	E-ｍailアドレス
	

	電話番号
	
	FAX番号
	



　　                          （様式２-２）
事業提案書（共通事項）
Ⅰ　共通事項　
１．企業概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日現在
	企業名
	

	本店所在地
	

	代表者職氏名
	

	資   本   金
	千円

	設立年月日
	　　　年　　　月　　　日

	上場
	あり（　　　　　　　　　　　　）　　・　　なし

	主な株主構成
	株主
	所有株式数（千株）
	株式割合（％）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	主な事業内容
	

	従業員数
※直近集計時の人数
	有給役員数
	常用雇用者数
	常用雇用者以外の人数
	うち障害者従業員数

	
	人
	人
	人
	人

	従業員数推移
	R２年●月
	R３年●月
	R４年●月
	R５年●月
	R６年●月

	
	人
	人
	人
	人
	人

	業績
(直近５年間)
	決算期
	期間
	売上高
(千円)
	経常利益
(千円)
	純利益
(千円)

	
	第　期
	　年　月～　　 年　月
	
	
	

	
	第　期
	　年　月～　　　　　
　　年　月
	
	
	

	
	第　期
	年　月～　　 年　月
	
	
	

	
	第　期
	年　月～　　 
年　月
	
	
	

	
	第　期
	年　月～　　 
年　月
	
	
	

	主要売上
（直近決算期）
	製品名
	比率（％）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	主要取引
金融機関
	名称
	支店名

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２．主たる事業の種別
	[bookmark: _Hlk159832502]日本産業分類による業種
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業

	業種コード
	中分類
	
	細分類
	



３．主な取引先企業
	区分
	取引先名称
	取引内容
	現状取引額
（百万円/年）

	仕入先
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	売上
先
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



４．働き方改革関連の取組状況
	次世代育成支援対策推進法における認定制度（くるみん）

	くるみん認定　　・　　プラチナくるみん　　・　　トライくるみん

	女性活躍推進法における認定制度（えるぼし）

	　えるぼし（1段階）　　・　　えるぼし（２段階）
えるぼし（３段階）　　・　　プラチナえるぼし

	若者雇用促進法における認定制度（ユースエール）

	あり　　・　　なし

	その他認証制度・取組状況
※ありの場合、下記に内容を記載
	あり　　・　　なし

	


[bookmark: _Hlk219908335]



Ⅱ　事業計画概要
1．提案の概要（※本項目については応募者の提出書類にまとめて記載してください）
	・本件土地の取得を希望する理由
・応募に至る経緯


	・事業方針
・将来展望



２．建設計画
	用途
	

	主な製品名又は取扱貨物名
	

	建築面積（A）
	　　　　　　　　　　㎡

	建ぺい率
（A/16,201.50㎡）
	％

	延床面積（B）
	㎡

	容積率
（B/16,201.50㎡）
	％

	緑地
	㎡

	建築物の構造
	

	建築物の階数
	

	工事期間
	年　　　月　　　～　　　年　　　月

	操業開始予定
	年　　　　　月



· 

３．設備投資 
	建設費
	百万円

	機械設備費
	百万円

	用地取得費
	百万円

	その他
	百万円

	計
	百万円


４．資金計画
	自己資金
金額／割合
	百万円
％

	借入金
金額／割合
	百万円
％

	計
	百万円
％


　※複数年にわたる投資等により、様式での記載が難しい場合は相談してください。【２～４】
５．借入金の詳細
	[bookmark: _Hlk159832825]借入先①
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	借入金額
	百万円
	借入期間
	
	借入金利
	

	償還方法
	



	借入先②
	

	借入金額
	百万円
	借入期間
	
	借入金利
	

	償還方法
	


６．事業工程計画（スケジュール表）
※土地の引渡日から２年６か月以内に着工し、着工から３年以内に操業を開始する計画としてください。
※スケジュール表は、任意様式にて提出してください（期間は操業開始まで）。
７．図面資料等（建物等配置平面図等） 
※各種図面は、任意様式（Ａ３ヨコ）にて提出してください。（Microsoft PowerPoint等の
作成でも可）
※建物等配置平面図を提出してください。
　図面には、辺長や面積を記載してください。
※緑地等が分かるよう記載してください。
　　※脱炭素への取組が分かるように記載してください。（太陽光発電パネル、蓄電池等）


　　                          （様式２-３）
事業提案書（操業者事項）

Ⅰ　事業計画概要
１．立地方法及び本社機能移転の有無
	立地方法
	移転前所在地（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

	
	集約前所在地（   　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	新規

	本件土地への本社機能の移転
	あり　　・　　なし



２．研究開発機能の有無
	研究開発機能
	あり　　・　　なし

	具体的な研究開発内容

	





[bookmark: _Hlk159080565]
３．事業継続計画（BCP）・各種リスク対策
	事業継続計画書の有無（ありの場合、事業継続計画書を提出）
	あり　　・　　なし

	作成していない場合、作成の目途等（なしの場合、下記に内容を記載）

	



	物価変動を踏まえた事業計画のリスク対策
	あり　　・　　なし

	具体的な対策の内容（ありの場合、下記に内容を記載）

	



	その他事業計画のリスク対策、特筆すべき取組・計画
	あり　　・　　なし

	具体的な対策及び計画の内容（ありの場合、下記に内容を記載）

	






４－１．新規県内取引先企業
	[bookmark: _Hlk159939616][bookmark: _Hlk159317220]区分
	取引先名称
	取引内容
	見込取引額
（百万円/年）

	[bookmark: _Hlk159329639]仕入先
	
	
	　　　　　

	
	
	
	

	
	
	
	

	[bookmark: _Hlk159328280]売上
先
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	新規取引の背景及び理由

	






４－２．既に取引のある県内企業との取引拡大
	区分
	取引先名称
	拡大する取引内容
	見込取引額
（百万円/年）
	（参考）現状取引額
（百万円/年）

	[bookmark: _Hlk159329505]仕入先
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	売上先
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	取引拡大の背景及び理由

	






５．脱炭素への先進的な取組状況及び計画
	[bookmark: _Hlk212706541]（１）企業として脱炭素への先進的な取組状況

	1 現在、企業として省エネ・再生可能エネルギー（水素を含む。）活用に係る目標設定や省エネ・再生可能エネルギーを工場等に導入、活用しているか。また、環境マネジメントシステムやエネルギーマネジメントシステムとして導入しているか。

	具体的な内容（ありの場合、下記に内容を記載）
	あり　　・　　なし

	



	（２）施設の整備計画や操業後の再生可能エネルギー（水素を含む。）使用

	① 今回の業務施設において、省エネにかかる第三者認証マークの活用や設備投資等の計画が
あるか（ZEB化等）。また、屋上太陽光発電施設の設置やコージェネレーションシステム
の導入等、省エネ・再生可能エネルギー（水素を含む。）導入計画があるか。

	具体的な計画の内容（ありの場合、下記に内容を記載）
	あり　　・　　なし

	



	想定投資見込額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円

	② 環境マネジメントシステムやエネルギーマネジメントシステムについて、操業開始後の導
入時期等、具体的な計画があるか。

	具体的な計画の内容（ありの場合、下記に内容を記載）
	あり　　・　　なし

	



	③ 災害時における再生可能エネルギー（水素を含む。）の活用による電力自立化に関する設
備導入計画があるか。

	具体的な計画の内容（ありの場合、下記に内容を記載）
	あり　　・　　なし

	















６．地域貢献の取組 
	（１）環境に関する活動
	あり　・　なし

	具体的な活動内容（ありの場合、下記に内容を記載）

	



	（２）教育に関する活動
	あり　・　なし

	具体的な活動内容（ありの場合、下記に内容を記載）

	



	（３）防災に関する活動
	あり　・　なし

	具体的な活動内容（ありの場合、下記に内容を記載）

	



	（４）その他
	あり　・　なし

	具体的な活動内容（ありの場合、下記に内容を記載）

	





７．当該業務施設における事業計画
	主な製品名又は取扱貨物名
	

	区　　分
	事業計画

	
	1年目
	２年目
	５年目
	１０年目

	製造業
	生産能力（●/年）
	
	
	
	

	
	生産数量（●/年）
	
	
	
	

	
	出荷金額（百万円/年）
	
	
	
	

	
	売上総利益（百万円/年）
	
	
	
	

	運輸業
	取扱貨物量（●/年）
	
	
	
	

	
	売上高（百万円/年）
	
	
	
	

	
	売上総利益（百万円/年）
	
	
	
	

	[bookmark: _Hlk159424634]産業競争力の強化を図る計画がある場合（ありの場合、下記に内容を記載）
	あり　・　なし

	
	







８．雇用計画
	[bookmark: _Hlk159833048]配置計画
	内訳

	事業計画期間別
	配置人数
	配置換え
	
	新規採用

	
	
	
	うち県外からの転入者
	

	1年目
	　人
	常用
	人
	(　　　　人)
	人

	
	
	非常用
	人
	(　　　　人)
	人

	２年目
	　人
	常用
	　人
	(　　　　人)
	人

	[bookmark: _Hlk159531844]
	
	非常用
	　人
	(　　　　人)
	人

	５年目
	人
	常用
	人
	(　　　　人)
	人

	
	
	非常用
	人
	(　　　　人)
	人

	１０年目
	　　　　　　　　　　人
	常用
	人
	(　　　　人)
	人

	
	
	非常用
	人
	(　　　　人)
	人

	平均給与水準
	常用(月給)
	万円
	パート(時給)
	円

	勤務体系
	日勤
	時　　分　～　　　時　　分

	
	交代制
	①　　　時　　分　～　　　時　　分

	
	
	②　　　時　　分　～　　　時　　分

	
	
	③　　　時　　分　～　　　時　　分

	休業日
	



９．電力、熱、ガス、使用用水 
	区分
	1年目
	２年目
	５年目
	１０年目

	電力
（うち再生可能エネルギー）
	kWh/年
(　　kWh/年)
	kWh/年
(　　kWh/年)
	kWh/年
(　　kWh/年)
	kWh/年
(　　kWh/年)

	熱使用
（うち再生可能エネルギー）
	GJ/年
(　　  GJ/年)
	GJ/年
(　　  GJ/年)
	GJ/年
(　　  GJ/年)
	GJ/年
(　　  GJ/年)

	ガス
	㎥/日
	㎥/日
	㎥/日
	㎥/日

	使用用水
	㎥/日
	㎥/日
	㎥/日
	㎥/日

	想定使用電力のうち、再生可能エネルギー調達方法
	あり　・　なし

	具体的な調達方法（ありの場合、下記に内容を記載）

	


	想定熱使用のうち、再生可能エネルギー調達方法
	あり　・　なし

	具体的な調達方法（ありの場合、下記に内容を記載）

	



10．排水計画
	区分
	工業系排水
	生活排水

	
	有機物汚染排水
	金属含有排水
	油分含有排水
	その他
	

	排水量
（㎥／日）
	
	
	 
	
	



11．廃棄物処理計画
	産業廃棄物
	製造品以外の副産物
	処理業者
※下記いずれかを選択

	
	種類
	量（ｔ／日）
	

	
	
	
	県内　・　県外

	
	
	
	県内　・　県外

	
	
	
	県内　・　県外



12．周辺環境への影響 
	影響項目
	対象施設等
	有害物質の取扱発生の有無
	対応策

	交通
	通勤用車両：　　　　　台／日
事業用車両：　　　　　台／日 
	
	

	水質
（水質汚濁防止法）
	□該当なし
□該当（施設：　　　　　　　）
	
	

	大気
（大気汚染防止法）
	ばい煙
	□該当なし
□該当（施設：　　　　　　　）
	
	

	
	粉じん
	□該当なし
□該当（施設：　　　　　　　）
	
	

	騒音・振動
（騒音規制法・振動規制法等）
	□該当なし
□該当（施設：　　　　　　　）
	
	

	ダイオキシン類
（ダイオキシン類対策特別措置法）
	□該当なし
□該当（施設：　　　　　　　）
	
	

	特定化学物質管理
（※）
	□該当なし
□該当（施設：　　　　　　　）
	
	

	その他、公害防止のための工夫

	


※特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に基づく化学物質

2

